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平成１４年に都市再生特別措置法を制定。政令で指定した都市再生緊急整備地域に対して以下の支援措置を創設。

○ 都市再生特別地区

○ 民間都市再生事業計画の認定制度による金融支援（出資・社債等取得、債務保証、無利子貸付）、税制特例措置（平成１５年～） 等

○ バブル崩壊以後、地価の下落に歯止めがかからない状況

○ 少子高齢化、情報化等の進展に伴い、社会・経済環境の変化による、産業構造転換の必要性

○ 災害に対する脆弱性、断片的な国土利用、慢性的な交通渋滞等、大都市における負の遺産の存在

都市再生の意義・施策の経緯

都市は、人々の生活や経済活動等の場を提供する我が国の活力の源泉であり、より快適に生活できる場の提供等によ
り都市の魅力を高めるとともに、資本や人材等を呼び込み、立地する産業の国際競争力を向上させる都市再生を的確
に推進していくことは、国民生活の向上や経済の活性化等の観点から重要。

都市再生の意義

背景

平成１６年 まちづくり交付金制度の創設

平成１７年 まちづくり交付金のエリアを対象とした民間都市再生整備事業計画の認定制度による金融支援・税制特例の創設

平成１９年 民間都市再生事業計画の認定申請期限の５年延長、都市再生整備推進法人の指定制度の創設

平成２１年 歩行者ネットワーク協定制度の創設

平成２３年 国際競争力強化を図るための特定都市再生緊急整備地域制度の創設、都市利便増進協定制度の創設

平成２４年 防災機能の向上を図るための都市再生安全確保計画及び都市再生安全確保施設に関する協定制度の創設

平成２６年 市町村によるコンパクトなまちづくりを支援するための立地適正化計画に関する制度の創設

平成２９年 民間都市再生事業計画の大臣認定の申請期限が、Ｈ２９年３月末に到来

その後の改正経緯等

都市再生特別措置法の制定
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都市再生の枠組及び都市再生緊急整備地域一覧

※ 平成２７年２月２８日現在（都市再生特別地区については、平成２６年１２月３１日現在）

仙台市
2地域 125ha

さいたま市 川口市
2地域 115ha

東京都 7地域
2,760ha

東京都心・臨海地域
1,991ha
新宿駅周辺地域 220ha
渋谷駅周辺地域 139ha
品川駅・田町駅周辺地域
184ha

千葉市 柏市
4地域 185ha

横浜市 4地域 286ha
川崎市 3地域 534ha

相模原市 藤沢市 厚木市 3地域 86ha

86ha

43ha

横浜都心・臨海地域 233ha
川崎殿町・大師河原地域
43ha

静岡市 浜松市
2地域 91ha

岐阜市
1地域 30ha

名古屋市 3地域 554ha

名古屋駅周辺・伏見・栄地域
286ha

京都市 向日市 長岡京市
4地域 338ha

神戸市 尼崎市
4地域 416ha

大阪市 堺市 守口市 寝屋川市 豊中
市 高槻市 13地域 1,133ha

大阪駅周辺･中之島･御堂筋周辺地
域 82ha
大阪コスモスクエア駅周辺地域 53ha

岡山市
1地域 113ha

広島市 福山市
2地域 84ha

高松市
1地域 51ha

福岡市 2地域 790ha
北九州市 2地域

110ha
福岡都心地域 231ha

那覇市
1地域 11ha

札幌市 1地域 225ha

札幌都心地域 145ha
都市再生緊急整備地域

（ 62地域 8,037ha）

特定都市再生緊急整備地域
（ 11地域 3,607ha ）

＜凡例＞

都市再生緊急整備地域一覧

認定民間都市再生事業の例

都市再生緊急整備地域（政令指定：６２地域）

都市再生特別地区

都市計画提案制度

（71地区）

都市再生事業に係る

認可等の迅速化

民間都市再生事業に対
する

（74計画認定）

民間中心の都市再生(大都市及び地方中枢都市)

特定都市再生緊急整備地域（政令指定：１１地域）

都市の国際競争力の強化

都市計画等の特例

都市再生安全確保計画（8計画）

都市再生基本方針【閣議決定】

グランフロント大阪
（大阪駅周辺・中之島・御堂筋周辺地域）

虎ノ門ヒルズ
（東京都心・臨海地域）

税 制 特 例

金 融 支 援
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○ 民間都市開発事業とは、都市における合理的かつ健全な利用及び都市機能の増
進に寄与する建築物及びその敷地の整備に関する事業のうち道路、公園、広場等
公共施設の整備を伴うものである。

○ 民間都市再生事業とは、都市再生緊急整備地域における民間都市開発事業で
あって、当該都市再生緊急整備地域の地域整備方針に定められた都市機能の増進
を主たる目的とし、当該民間都市開発事業を施行する土地の区域面積が原則1ha
以上のものであり、都市再生への貢献性、地域整備方針適合性等の認定基準を
満たす場合、国土交通大臣の認定を受けることができる。

○ 民間都市再生事業は、大規模で優良な民間都市開発事業であり、都市再生緊急
整備地域の業務機能、商業機能、居住機能、宿泊機能、文化発信機能等諸機能を
レベルアップし、都市の環境全般を向上するとともに、大規模地震発生時の都
市の滞在者等の安全の確保等に貢献している。これまでに大臣認定を受けた74計
画の建設投資額の合計約３兆円に対して、経済波及効果は約８兆円と内需の拡大
にも寄与しているところ。

○ 一方、民間都市再生事業は、多額の事業費と長期の事業期間を要し、土地取得
リスク、許認可リスク、資金調達リスク等のリスクを抱えている。
加えて、民間都市再生事業を取り巻く経済環境については、建設工事費が大幅
に上昇し、賃料が本格的な回復に至っていない。

民間都市再生事業について
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認定民間都市再生事業計画の所在について

【川口駅周辺地域】（緊急地域）
○アリオ川口・PAL川口・リボンシティレジデンス

【東京都心・臨海地域】（特定地域）
●パークアクシス
●TOC有明
●ザ・パークハウス晴海タワーズ クロノレジデンス
●ザ・トーキョー・タワーズ
●東京ミッドタウン
●グラントウキョウ
●大手町一丁目地区第一種市街地再開発事業
●フジテレビ湾岸スタジオ
●赤坂サカス
●ららぽーと豊洲
●丸の内パークビルディング
●有明セントラルタワー
●アークヒルズ仙石山森タワー
●歌舞伎座タワー
●東京スクエアガーデン
●コレド室町
●晴海フロント
●丸の内永楽ビルディング
●虎ノ門ヒルズ
●豊洲フォレシア
●アークヒルズサウスタワー
●赤坂一丁目第一種市街地再開発事業
●（仮称）大手町１－１計画Ａ棟

●大手町タワー
●（仮称）新鉄鋼ビル建替計画
●コレド室町２・３
●京橋トラストタワー
●大手町一丁目第３地区第一種市街地再開発事業
●（仮称）大手町１－１計画Ｂ棟
●（仮称）新日比谷プロジェクト

【新宿駅周辺地域】（特定地域）
●新宿イーストサイドスクエア

【渋谷駅周辺地域】（特定地域）
●渋谷駅街区開発事業

【秋葉原・神田地域】（緊急地域）
○秋葉原UDX
○御茶ノ水ソラシティ

【大崎駅周辺地域】（緊急地域）
○シンクパークタワー
○大崎フォレストビルディング

【横浜都心・臨海地域】（特定地域）
●パシフィックロイヤルコートみなとみらい
●ＴＯＣみなとみらい
●横浜アイマークプレイス
●（仮称）オーケーみなとみらい本社ビル事業計画
●（仮称）ＭＭ59街区Ｂ区画開発計画

【川崎殿町・大師河原地域】（特定地域）
●川崎生命科学・環境研究センター（LiSE）

【川崎駅周辺地域】（緊急地域）
○ラゾーナ川崎プラザ
○ラゾーナ川崎東芝ビル

【辻堂駅周辺地域】（緊急地域）
○湘南C-X

【相模原橋本駅周辺地域】（緊急地域）
○アリオ橋本・ミッドオアシスタワーズ

【名古屋駅周辺・伏見・栄地域】（特定地域）
● ミッドランドスクエア
●大名古屋ビルヂング
●JRゲートタワー
●中京テレビ放送株式会社 新社屋建設事業
●グローバルゲートプロジェクト

【名古屋千種・鶴舞地域】（緊急地域）
○イオンタウン千種・メガロス千種

【大阪駅周辺･中之島･御堂筋周辺地域】
（特定地域／緊急地域）
●大阪ステーションシティ
●グランフロント大阪
●梅田阪急ビル
○ダイビル本館
○中之島フェスティバルタワー
○新ダイビル
○中之島フェスティバルタワー・ウェスト

【難波・湊町地域】（緊急地域）
○なんばパークス
○南海なんば第１ビル

【阿倍野地域】（緊急地域）
○あべのハルカス

【堺臨海地域】（緊急地域）
○堺浜シーサイドステージ

【千里中央駅周辺地域】（緊急地域）
○千里中央病院
○よみうり文化センター（千里中央）再整備事業

【守口大日地域】（緊急地域）
○イオンモール大日

【福岡都心地域】（特定地域）
●天神地下街

【高松駅周辺・丸亀町地域】（緊急地域）
○高松丸亀町商店街

【京都駅周辺地域】（緊急地域）
○イオンモールKYOTO

東京ミッドタウン

シンクパークタワー

ミッドランドスクエア

梅田阪急ビル

認定民間都市再生事業計画（74計画）
平成27年2月28日現在

※ 枠内 は平成27年度以降竣工予定の14計画
●印は現在特定地域の48計画
○印は現在緊急地域の26計画

【札幌都心地域】（特定地域）
●札幌三井JPビルディング

【岡山駅周辺・表町地域】（緊急地域）
○イオンモール岡山

【広島駅周辺地域】（緊急地域）
○イズミ新本社ビル

【神戸三宮駅周辺・臨海地域】（緊急地域）
○ミント神戸
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民間都市再生事業による都市機能の高度化及び都市の居住環境の向上の事例
【特定都市再生緊急整備地域】

特定都市再生緊急整備地域においては、民間都市再生事業を通じて、諸機能をレベルアップし、都市の環境
全般が向上するとともに、大規模地震発生時の都市の滞在者等の安全の確保が図られている。

業務機能

居住機能

宿泊機能

文化発信機能

公共施設の整備

札幌三井ＪＰビル
(2014年8月竣工)と

オフィスエントランス

大都市都心部だけでなく、地方中枢都市においても、耐震性や環境性に
優れたハイスペックなオフィスを整備。

【例】グランフロント大阪では、約15万㎡のオフィスと併せて、ビジネス、研究開発
等の分野を超えた交流スペースを提供。

虎ノ門ヒルズレジデンス エントランス

ハイグレードホテルのサービスや、眺望
良好な共用ラウンジなど、外国人のニーズ
に対応した居住環境を整備。

【例】虎ノ門ヒルズでは、高層階に172戸の
賃貸住宅を整備し都心居住を推進。

外国人ビジネスマンだけでなく、外国人
観光客のニーズに対応した、ハイグレード
ホテルを整備。

【例】虎ノ門ヒルズでは、47～52階に
アンダーズ東京が開業。
大手町タワーでは、33～38階に
アマン東京が開業。 アンダーズ東京(虎ノ門ヒルズ内)

グランフロント大阪(2013年4月竣工)と
会員制交流サロン（ナレッジサロン）

商業機能
地域の特色を活かした工夫により、従来の来街者に加え、街区周辺のオ
フィスワーカーの需要等も取り込む商業施設を整備。

日本橋案内所（ COREDO室町１内、2014年3月開業）

歴史的建築物の復元等を取り入れた
民間都市再生事業により、都市の環境・
魅力を向上。

【例】丸の内パークビルでは、明治時代に
建てられた西洋式事務所建築を復元。
建築当時（1894年）の二層吹き抜けの
内装を再現し、カフェとして営業。

丸の内パークビル(2009年4月竣工）内に復元された
三菱一号館美術館内のカフェ

建築物や敷地の整備と一体で
公共施設を整備し、都市機能の
高度化や居住環境の向上に寄与。

【例】大手町タワーでは、約3,600㎡の
緑地（大手町の森）を実現。
ＣＯＲＥＤＯ室町２・３では、災害
時に帰宅困難者向けの一時滞
在施設として利用できる地下歩
道空間（約3,000㎡）を整備。

大手町タワー（写真左、2014年4月
竣工）と大手町の森

ＣＯＲＥＤＯ室町２・３（2014年2月
竣工）の地下歩道と訓練の様子

【例】ＣＯＲＥＤＯ室町１では、和風の内装や外国人観光客向けに日本橋の老舗・
銘店を紹介するスペースを設置。

グランフロント大阪では、来場者の参加・体験型のショールーム型店舗を設置。

グランフロント大阪・ナレッジキャピタル内
店内の植物工場で栽培した野菜を提供する飲食店
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平成１４年度～平成２７年２月末の認定民間都市再生事業（７４計画）の
建設投資額：32,690億円

生産額変化分：63,263億円(A)

経済波及効果（直接効果＋ １次波及効果＋２次波及効果）：84,912億円

税収増効果：9,379億円（直接税：5,965億円＋間接税：3,414億円）

１次生産誘発額
（１次波及効果）：30,573億円

逆行列係数を用いた行列計算

(A)－（B)

消費額増加分：14,132億円(C)

(A)×雇用者所得率
×平均消費性向

(C)×自給率
→逆行列係数を用いた行列計算

２次生産誘発額
（２次波及効果）：21,649億円

直接効果：32,690億円(B)

土地利用の変化
2006(H18)年⇒2013(H25)年 東京ミッドタウン(H19.1 竣工)

出典：都市再生の推進施策の検討に係る調査報告書
(平成25年度 内閣官房地域活性化統合事務局)

認定民間都市再生事業による波及効果

○認定民間都市再生事業74計画の建設投資額の合計約３兆円に対して、経済波及効果は約８兆円、税収
増効果は約１兆円となる。
○認定民間都市再生事業が及ぼす効果として、例えば東京ミッドタウンの竣工後、周辺地域で既存建物
の更新が進んでいる。

※建物から未利用地（空地・駐車場）に転換した土地は、
一般的に、今後開発が見込まれる。

0m 300m

○直接効果
直接効果は、認定民間都市再生事業計画74計画について、都市開発事業者（デベロッパー）が取引先 （建設業者）
に支払う金額の合計である建設投資（見込）額の合計。

○1次波及効果
建設業者に係る建設資材を始めとする原材料等の需要によって生じる波及効果（直接効果を除く）。デベロッパーか
ら支払いを受けた企業Ａがその取引先の企業Ｂに支払う金額、さらに企業Ｂが別の企業Ｃに支払う金額、といったよ
うに、その事業に関連して発生した直接効果以外の全ての取引額の合計。

○2次波及効果
直接効果、１次波及効果によって誘発される雇用者所得の一部が消費に向けられることによって生じる波及効果。

○税収増効果
経済波及効果に産業連関表の投入計数、税率等を乗じ､直接税､間接税のそれぞれについて推計。 9



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

２．論点 地方創生を目指す中で、大都市の国家戦略
上の役割をどのように整理すべきか。

地域がそれぞれの特長を活かした自律的で持続的な社会を目指す地方創
生の動きがある一方で、成長戦略の観点からは成長のエンジンの担い手が
必要。この役割を、東京をはじめとする大都市が果たすことが期待されるの
ではないか。
大都市の国際競争力の強化を図るとともに、大都市と地方都市との交通
ネットワークを強化することで、東京をはじめとする大都市だけでなく、外資
系企業の大都市を起点とした日本国内への展開、民間都市再生事業の建
設投資額に対する経済波及効果等、日本全体に新たな需要や雇用を創出
する効果が見込まれることから、地方創生にも資するのではないか。

10



○世界の中の日本
グローバリゼーションがますます進展してい

く中では、ユーラシアダイナミズムへの対応等
を図りつつ、大都市の国際競争力の強化や製造
業の国内回帰の可能性を取り込んでいくことな
どが、国際社会の中での日本の存在感を高めて
いく上で重要である。その際、世界から人や資
金、知識や創造性をどれだけ集められるかが、
地域の発展の鍵となる。世界の人々にとって、
日本の国土を、経済面で活動しやすい場とする
ことに加え、楽しく、生き生きと過ごせ、学び、
癒し、さらには、例えば困難に直面したとき、
日本を訪れれば解決の糸口が見出せる、という
ように、世界の人々に多面的な価値を提供でき
る場としていくことが重要である。
このため、まず、経済活動の中心となる都市

において、日本独自の文化を大切にしつつ、ビ
ジネス環境や居住、医療等様々な分野で、世界
に通用する更なる機能向上を図っていく必要が
ある。
（後略）

国土のグランドデザイン２０５０(都市再生関係抜粋)

○大都市圏域
圧倒的国際競争力を有する世界最大のスー

パー・メガリージョンが我が国を牽引し、大都
市圏域は国際経済戦略都市となる。
人口減少時代に突入する中、無秩序に広がっ

た都市構造ではなく、効率性を高め、さらにレ
ジリエンス機能を強化した、いわば筋肉質な都
市構造を実現する。クリエイティブな人材が集
まって交流し、知識のスピルオーバーによりイ
ノベーションを生み出すなど、世界最先端のＩ
ＣＴ環境や交通システムにより、高密度な都市
活動を実現することを目指す。

基本的考え方 目指すべき国土の姿

11



第二 ３つのアクションプラン
一．日本産業再興プラン
５．立地競争力の更なる強化
５－１．「国家戦略特区」の実現／公共施設等運営権等の民間開放（PPP/PFIの活用拡大）、空港・港湾など産業インフラの整備

／都市の競争力の向上

（３）新たに講ずべき具体的施策

立地競争力の強化に向けた施策の中心をなす国家戦略特区については、これまでの取組により基本的な制度整備を了し、
今後はいよいよ各特区における事業の実現化段階に入る。PPP/PFIについては、一層の活用促進を進めるために、集中強化
期間における目標の設定や課題解消を行うなど、本格的な取組に着手する。また、世界で一番ビジネスがしやすい都市づくり
等に向け、更なる都市の競争力の向上と高規格幹線道路、整備新幹線、リニア中央新幹線等の高速交通ネットワークの早期
整備・活用を通じた産業インフラの機能強化を図る。

ⅳ）都市の競争力の向上と産業インフラの機能強化

①都市の競争力の向上
都市の競争力の向上を図るため、都市再生や都市防災等における課題を解消し、外国企業や来訪者を呼び込むための

環境整備を行う。そこで、公的不動産等を活用した密集市街地整備、国家戦略特別区域法に基づく許認可手続等のワンス
トップ化などの新たな手法も活用しつつ、2020年度までに約40か所の大規模な民間都市開発事業を推進する。

「日本再興戦略」改訂2014－未来への挑戦－(都市再生関係抜粋)

本文

「立地競争力の更なる強化⑤」工程表

2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度～ KPI
概算要求

税制改正要望等
秋 年末 通常国会通常国会

・2020年までに、世界銀行
のビジネス環境ランキング
において、日本が、2013年
先進国15位→３位以内に
入る。

・2020年までに、世界の都
市総合ランキングにおいて、
東京が、2012年４位→３位
以内に入る。

・民間都市開発、国際的なビジネス・生活環境の形成、シティセールスの
強化等に係る支援措置を実施

・都市再構築戦略検討委員会において
中間取りまとめ策定（2013年7月）

都
市
の
競
争
力
の
向
上
②
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「都市再生基本方針」及び「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」（大都市関係抜粋）

第一 都市再生の意義及び目標に関する事項
２ 大都市における都市再生の意義及び目標
（国全体の成長を牽引する大都市）

（前略）
我が国においても、国の成長の牽引役としての大都市の再

生を推進し、資金、人材等を呼び込み、企業活動を集積させる
ことを可能とするような機能・環境を整備する必要がある。

（後略）

（質の高い生活のできる大都市）

都市は経済活動の場であると同時に、都市で働く人々も含む、
人々の生活の場である。このため、大都市に立地する産業の
競争力の強化に併せて、国際的にみて質の高い生活環境を確
保することが重要である。この際、特に大都市における企業等
の集積のデメリットをできる限り抑制することが重要である。
（後略）

（災害に強い大都市）
（前略）

東日本大震災における経験から得られる教訓を踏まえ、人口・
機能等が集中している大都市の特性が、大規模災害が発生し
た場合における甚大な人的・経済的被害等につながらないよう
にすること、また、大規模災害が発生した場合においても、基本
的な都市機能ができる限り安定的に継続して確保できるように
することに特段の配慮をすることが必要である。

（大都市に集中した環境負荷の低減）

温室効果ガスの排出源や自動車交通による大気汚染等の
環境負荷が大都市に集中していることを踏まえ、大都市におけ
る都市再生の推進に当たっては、環境負荷の低減に特段の配
慮をすることが必要である。

都市再生基本方針(平成14年7月19日閣議決定)

Ⅱ．今後の基本的視点
２．今後の基本的視点

（１）３つの基本的視点から取り組む。
①「東京一極集中」を是正する

地方から東京圏への人口流出（特に若い世代）に歯
止めをかけ、東京一極集中を是正する。これにより、地
方に住み、働き、豊かな生活を実現したい人々の希望
を実現するとともに、東京圏の活力の維持・向上を図り
つつ、過密化・人口集中を軽減し、快適かつ安全・安心
な環境を実現する。

Ⅲ．目指すべき将来の方向
２．地方創生がもたらす日本社会の姿

（４）東京圏は、世界に開かれた「国際都市」への発展を目指
す。

（前略）

東京圏は将来どういう方向に向かうべきであろうか。こ
れまで東京圏は、国内の人材や資源を吸収しながら、日
本の成長のエンジンとしての役割を果たしてきた。その重
要性は変わらないが、今後は日本のみならず世界をリー
ドする「国際都市」として、ますます発展していくことが強く
期待される。

地方創生は、日本の創生である。地方と東京圏がパイ
を奪い合う「ゼロサム」ではなく、地方と東京圏がそれぞれ
の強みを活かし、日本全体を引っ張っていく「プラスサム」
でなければならない。それが目指すべき将来の方向であ
る。

まち・ひと・しごと創生長期ビジョン
（平成26年12月27日閣議決定）
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家賃

周辺の文化施設の充実（美術館・劇場・スポーツ施設など）

周辺の道路環境の良さ

居住環境の良さ、良好な居住地からの近接性

周辺のショップ・飲食店の充実

周辺の公園・緑地や景観の良さ

海外（国際空港）からアクセスしやすいから

近隣に取引先が多く存在するから

ビジネス市場の拠点だから

ハイスペックなオフィスビルがあるから

70 60    50     40    30     20     10      0

0 1    2    3    4    5    6     7    8    9  10

社数（下軸） 社数（上軸）

企業の東京都心部への立地選択の理由

外資系企業の東京を起点とした日本国内への展開

○外資系企業の本社所在地のうち、東京都に約76％と集中。外資系企業が最初の拠点を東京にした背景・理由として
は、 ①首都圏の需要の大きさ・契約相手の多さ、②情報・文化の中心である東京が事業開始の適地という既成概念、
③空路等の交通の便が挙げられる。(※1)

○東京の大規模ビルに入居している新規進出の外資系企業が現在の地域に進出を決めた主な理由としては、オフィスビ
ルのスペックの高さ、ビジネス市場の拠点性等が挙げられる。

○東京都の特定都市再生緊急整備地域の民間都市再生事業に入居している企業数に占める外資系企業の割合は約
23.9％と非常に高い。

○外資系企業がアジア統括拠点を東京に置くと、二次投資として、拠点とする地域以外にも日本国内の事務所等を構える
ことが 多い（外資系企業の日本国内事務所数は平均6.1カ所）。(※2) この場合、進出先において新たな雇用や新たな
需要を生み、当該地域経済の活性化に繋がる。

（出典）国土交通省都市・地域整備局「都市の国際競争力強化のための集中的かつ重点的な支援策のあり方に関する調査報告書」（平成22年度）より都市局作成

【例】 ○米系ｴﾈﾙｷﾞｰ企業は平成24年に東京進出後、岡山2ヶ所、宮崎、宮城の計4ヶ所でﾒｶﾞｿｰﾗｰ計画を進行中。
○米系携帯端末等補償ｻｰﾋﾞｽ提供企業は平成16年に東京進出後、横浜、大阪、福岡にｺｰﾙｾﾝﾀｰを展開。
○米系ITｼｽﾃﾑｻｰﾋﾞｽ提供企業は平成12年に東京進出後、大阪、名古屋に事業所を展開。

(出典)※1 「国内における外資系企業の二次投資成功事例調査」（平成18年３月日本貿易振興機構対日投資部）及び「外資系企業総覧2014」（東洋経済新報社）を基に国土交通省都市局作成
※2  「第47回外資系企業動向調査（2013年調査）の概況」（平成24年度実績）を基に国土交通省都市局作成

※東京都の資本金1,000万円以上の企業に占める外資系企業の割合は約1.8％。(外資系企業総覧2014及び平成24年経済センサス活動調査より都市局試算)

z
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東京駅前八重洲地区における第一種市街地再開発事業と併せたバスターミナルの整備

（出典）：「東京都心・臨海地域（八重洲地区）整備計画」（平成26年10月20日）を基に国土交通省都市局作成

○東京駅前八重洲地区において、第一種市街地再開発事業と併せたバスターミナルの整備を計画中。

○国際都市東京の玄関口として、空港直結バスや各地方都市と結ぶ高速乗合バスの集積、さらには都市観光に
資する観光バスの発着場など、広域交通の結節点としてのターミナル機能を形成するとともに、東京駅八重洲
側の道路環境の改善、駅前景観の向上を図る。これによって、東京と地方都市との交通ネットワークの強化、
ひいては地方都市の経済活性化が期待される。

① （仮称）東京駅前八重洲一丁目東地区
第一種市街地再開発事業

㋐ （仮称）八重洲
バスターミナル（A） ： B1F

② （仮称）八重洲二丁目北地区
第一種市街地再開発事業

㋑ （仮称）八重洲
バスターミナル（Ｂ） ： B2F

③ （仮称）八重洲二丁目中地区
第一種市街地再開発事業

㋒ （仮称）八重洲
バスターミナル（Ｃ） ： B2F
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全国各地の農産物等の販売、伝統行事の実演イベントの開催等の取組

○民間都市開発事業やこれと一体で整備される公共施設が「にぎわい創出の場」としての役割を担い、

民間主体による全国各地の農産物等の販売、伝統行事の実演イベントの開催等の取組が進められ

ている。これによって、地方都市の経済活性化や文化・情報発信が期待される。

六本木ヒルズ （平成15年4月竣工）

・日本文化の発信を目的として、伊勢神宮で1300年の歴史をもつ
“式年遷宮”行事の一つとして執り行われる「お木曳」（おきひき）の
パフォーマンスを実施。

・六本木ヒルズ内だけでなく、六本木けやき坂通りを封鎖して
「お木曳」を行うとともに、伊勢の物品や農産物も販売。

【事例③】伝統行事の実演イベントの開催

「お木曳」（おきひき） 伊勢の物品や農産物販売

【事例②】全国の食・農業イベントの開催

【事例①】地方の魅力を伝える商業施設の整備
ＪＰタワー商業施設「ＫＩＴＴＥ」 （平成25年3月開業）

・北海道や岐阜、鳥取等、日本全国から東京初進出の店舗も多数
あり、全国各地から多くの利用者が訪れる東京駅周辺において
地方の魅力発信に貢献。

・地下1階は「全国ご当地銘品フロア」をテーマとし、全国各地の選り
すぐりの食料品を販売。

「ＫＩＴＴＥ」外観 全国ご当地銘品フロア

地域グルメの飲食屋台 表彰式の様子

丸の内仲通り等

・日本の食文化や農林漁業に係る普及啓発を目的として、公的空間
を活用したイベント「ジャパンフードフェスタ」を開催。

・全国各地の優れた農産物や食品を、「地場もん国民大賞」として
表彰。また、全国の学生団体によるプレゼン大会を実施し、食と
農林漁業の普及啓発やそれに関わる人材の交流を促進。
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

３．論点 我が国大都市の強み、弱みは何か。

国際競争力強化の観点から都心部等に

必要な機能にはどのようなものがあるのか。

大都市の国際競争力の強化にあたっては様々な課題が考えられるが、民間都市再

生事業を通じたビジネス環境・生活環境の改善等によって改善できる課題も多い。
世界の都市総合ランキングから、例えば東京は経済分野及び研究・開発分野の指
標について優位である一方、1人当たりオフィス面積、災害に対する脆弱性等、民間
都市再生事業を通じたビジネス環境・生活環境の改善に資する指標については総合
ランキング４位の割に劣位である。
国際競争力強化の観点から都心部等には、強みを活かしつつ、弱みを克服するた
め、これまで以上に防災性能等に優れたハイスペックなオフィスやMICE施設、外国語
対応施設等が必要ではないか。
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1 ロンドン 1 ロンドン

2 ニューヨーク 2 シンガポール

3 シンガポール 3 香港

4 香港 4 北京

5 パリ 5 上海

6 ニューヨーク

8 パリ

9 東京

11 ソウル

14 東京

17 ソウル

19 北京

20 上海

28 大阪

33 福岡

2008年（全30都市） 2014年（全40都市）

…………
………

…
…

1 ニューヨーク 1 ロンドン

2 ロンドン 2 ニューヨーク

3 パリ 3 パリ

4 東京 4 東京

5 シンガポール

6 ソウル

9 香港

11 シンガポール

13 ソウル

14 北京

15 上海

17 香港

25 上海

26 大阪

28 北京

36 福岡

2008年（全30都市） 2014年（全40都市）

…

………………
………

…………

世界の都市総合ランキングの推移

○ 世界の都市総合ランキングの推移を見ると、アジアの都市が急激に伸びており、東京でさえ経営者視点の評価ではシ
ンガポールや香港などのアジアの都市に後れをとっている。

（出典）森記念財団「世界の都市総合力ランキング」を基に国土交通省都市局作成

（位）

都市総合ランキング

（位）

経営者視点ランキング

（位） （位）
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東京と海外主要都市との世界の都市総合ランキングの指標の比較①

○ 東京は、経済分野及び研究・開発分野の指標については優位である一方、１人当たりオフィス面積、
災害に対する脆弱性、都心部の緑被状況等、民間都市再生事業を通じたビジネス環境・生活環境の改
善に関連する指標については総合ランキング４位の割に劣位である。

ロンドン ニューヨーク パリ 東京 シンガポール 香港

総合ランキング １位 ２位 ３位 ４位 ５位 ９位

経営者視点ランキング １位 ６位 ８位 ９位 ２位 ３位

分野 グループ 指標名

経済

市場の規模
１ ＧＤＰ ３位 ２位 １１位 １位 ８位 １０位

２ 一人当たりＧＤＰ ２０位 ９位 ３位 ６位 ２２位 ２７位

市場の魅力
３ ＧＤＰ成長率 １８位 ３６位 ２２位 ３９位 ６位 ８位

４ 経済自由度 １５位 ９位 ３２位 ２２位 ２位 １位

経済集積
５ 証券取引所の株式時価総額 ３位 １位 ６位 ２位 １７位 ４位

６ 世界トップ３００企業数 ４位 ５位 ３位 ２位 ２７位 １４位

人的集積
７ 従業者数 ５位 ８位 １８位 ３位 １４位 １３位

８ 対事業所サービス業従業者数 ２位 ７位 １１位 ３位 １２位 ８位

ビジネス環境

９ 賃金水準 １９位 ８位 ２２位 １０位 ２９位 ２８位

１０ 優秀な人材確保の容易性 ２位 １位 ７位 ３位 ５位 ３０位

１１ １人当たりオフィス面積 ３４位 １６位 ２３位 ２２位 ２６位 ２５位

法規制・リスク
１２ 法人税率 ９位 ４０位 ２９位 ３４位 ２位 １位

１３ 政治、経済、商機のリスク １位 １位 １位 １位 １位 １位

研究・開発

研究集積
１４ 研究者数 ７位 １位 １０位 ２位 ８位 １４位

１５ 世界トップ２００大学 ２位 １位 ５位 １２位 １０位 ６位

研究環境

１６ 数学・科学に関する学力 １９位 ２５位 ２１位 ５位 ２位 ３位

１７ 外国人研究者の受入態勢 ３位 １位 ５位 １６位 ４位 ２６位

１８ 研究開発費 １０位 １位 ８位 ２位 １３位 ２３位

研究開発成果

１９ 産業財産権（特許）の登録数 ２０位 ３位 ２１位 １位 ６位 ９位

２０ 主要科学技術賞受賞者数 ６位 １位 ２位 １６位 １６位 １６位

２１ 研究者の交流機会 １位 ８位 ６位 ３５位 ３位 ２１位

19※赤背景は東京が上位１０カ国、青背景は東京が下位１０カ国（３１－４０位）に該当する指標
※黒太枠は民間都市再生事業を通じたビジネス環境・生活環境の改善に直接的に関連する指標

※黒点線枠は民間都市再生事業を通じたビジネス環境・生活環境の改善に間接的に関連する指標
（出典）森記念財団「世界の都市総合力ランキング２０１４」を基に国土交通省都市局作成



東京と海外主要都市との世界の都市総合ランキングの指標の比較②

分野 グループ 指標名 ロンドン ニューヨーク パリ 東京 シンガポール 香港

文化・交流

交流・文化発信力

２２ 国際コンベンション開催件数 １１位 ２３位 ４位 ６位 １位 １８位

２３ 主要な世界的文化イベント開催件数 ３位 ２位 １位 ４位 ３０位 ３０位

２４ コンテンツ輸出額 １位 ２位 ６位 ２８位 ５位 １２位

集客資源

２５ アーティストの創作環境 ３位 １位 ２位 １７位 ３３位 ３７位

２６ ユネスコ世界遺産（100ｋｍ圏） ４位 ２５位 １１位 ２０位 ２９位 ２５位

２７ 文化・歴史・伝統への接触機会 ２位 ４位 １位 １５位 ３８位 ４０位

集客施設

２８ 劇場・コンサートホール数 ７位 １位 ８位 １７位 ２１位 ３１位

２９ 美術館・博物館数 １位 ６位 ２位 ５位 １８位 ３２位

３０ スタジアム数 ２位 １９位 １４位 １５位 １２位 １５位

受入環境

３１ ハイクラスホテル客室数 ６位 ４位 １６位 １３位 ５位 ９位

３２ ホテル総数 ３位 １４位 １位 ８位 ２１位 １７位

３３ 買物の魅力 ４位 １位 ３位 ５位 １７位 １５位

３４ 食事の魅力 ３位 １位 ４位 ５位 ８位 ２５位

交流実績

３５ 外国人居住者数 ２位 ３位 １３位 １４位 １位 ５位

３６ 海外からの訪問者数 １位 ６位 ９位 １１位 ２位 ５位

３７ 留学生数 １位 ５位 ３位 ７位 １３位 １１位

居住

就業環境

３８ 完全失業率 ２６位 ２９位 ２７位 １０位 ４位 ６位

３９ 総労働時間 １２位 ２９位 １位 ２６位 ３１位 ３６位

４０ 従業員の生活満足度 ８位 １位 １５位 ２２位 １０位 ３２位

住居コスト
４１ 賃貸住宅平均賃料 ３６位 ３９位 ２８位 ３０位 ４０位 ３８位

４２ 物価水準 ２９位 ３２位 ２７位 ３８位 ３９位 １６位

安全・安心
４３ 人口当たり殺人件数 １３位 ３１位 １７位 ９位 ２位 ６位

４４ 災害に対する脆弱性 １３位 ３位 ８位 １３位 １３位 ８位

生活環境

４５ 60歳における平均余命 １４位 ２１位 ４位 １位 ４位 -

４６ 地域コミュニティの良好さ １２位 ２８位 １２位 １２位 ２２位 ８位

４７ 人口当たりの医師数 ２０位 ３３位 ２位 ２１位 ３６位 ３０位

生活利便性

４８ 人口密度 ２１位 ８位 １位 ５位 １２位 １７位

４９ 外国人人口当たりの外国人学校数 ３４位 ３５位 ２２位 １６位 ３３位 １５位

５０ 小売店舗の充実度 ２位 ３位 ４位 １位 １４位 １０位

５１ 飲食店の充実度 ２位 ３位 ５位 １位 ８位 ２９位
※黒点線枠は民間都市再生事業を通じたビジネス環境・生活環境の改善に間接的に関連する指標

（出典）森記念財団「世界の都市総合力ランキング２０１４」を基に国土交通省都市局作成 20※赤背景は東京が上位１０カ国、青背景は東京が下位１０カ国（３１－４０位）に該当する指標
※黒太枠は民間都市再生事業を通じたビジネス環境・生活環境の改善に直接的に関連する指標



東京と海外主要都市との世界の都市総合ランキングの指標の比較③

分野 グループ 指標名 ロンドン ニューヨーク パリ 東京 シンガポール 香港

環境

エコロジー

５２ ＩＳＯ１４００１取得企業数 ２位 ２５位 １２位 １位 ５位 ９位

５３ 再生可能エネルギーの比率 ３０位 ２１位 ２０位 ３２位 ３７位 ４０位

５４ リサイクル率 １４位 １６位 ２５位 ２７位 １位 ６位

汚染状況

５５ ＣＯ2排出量 ５位 １４位 １８位 ３位 １６位 １７位

５６ ＳＰＭ濃度 １６位 ６位 ２８位 １２位 ２４位 ３３位

５７ ＳＯ2濃度・ＮＯ2濃度 ２４位 １７位 ２６位 ２７位 ２８位 ３６位

自然環境

５８ 水質 １０位 ２２位 ３位 １９位 １４位 ２１位

５９ 都心部の緑被状況 １９位 ２３位 １９位 ２３位 ９位 ９位

６０ 気温の快適性 １９位 ２４位 ２３位 １０位 １６位 ６位

交通・アクセス

国際交通
ネットワーク

６１ 国際線直行便就航都市数 １位 １２位 ２位 ２５位 １４位 ９位

６２ 国際線直行貨物便就航都市数 １０位 １８位 ２２位 １４位 ８位 １位

国際交通インフラ
キャパシティ

６３ 国際線旅客数 １位 １２位 ２位 １３位 ６位 ３位

６４ 滑走路本数 ４位 １位 ２位 ４位 １１位 ３０位

都市内交通
サービス

６５ 公共交通（鉄道）の駅密度 １８位 １０位 １位 ５位 ２９位 ３５位

６６ 公共交通の充実・正確さ １１位 ４位 １４位 １位 １３位 １０位

６７ 通勤・通学の利便性 ４位 ２位 ２１位 ６位 １位 ８位

交通利便性

６８ 都心から国際空港までのアクセス時間 ９位 ２８位 ３６位 ３１位 ２２位 １７位

６９ 人口当たり交通事故死亡者数 ７位 ２２位 １７位 ３位 １５位 ６位

７０ タクシー運賃 ３６位 １３位 １５位 ３５位 １０位 ９位

（出典）森記念財団「世界の都市総合力ランキング２０１４」を基に国土交通省都市局作成
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※赤背景は東京が上位１０カ国、青背景は東京が下位１０カ国（３１－４０位）に該当する指標
※黒太枠は民間都市再生事業を通じたビジネス環境・生活環境の改善に直接的に関連する指標
※黒点線枠は民間都市再生事業を通じたビジネス環境・生活環境の改善に間接的に関連する指標



東京のオフィスに対するニーズ

環境に配慮したビルに移りたい

事務所を統合したい

新規事業を展開したい

賃料の安いビルに移りたい

企業ステイタスを向上させたい

防災体制、バックアップ体制の優れたビルに移りたい

１フロア面積が大きなビルに移りたい

セキュリティの優れたビルに移りたい

立地の良いビルに移りたい

耐震性の優れたビルに移りたい

設備グレードの高いビルに移りたい

業容・人員拡大を図りたい

160 140  120   100   80    60     40    20      0

0 10             20             30            40

回答社数（下軸）
新規賃借外資系企業(67社)国内企業＋外資系企業(399社)
回答社数（上軸）

（出典）森ビル株式会社「2014年 東京23区オフィスニーズに関する調査」（平成26年12月17日）より都市局作成

※複数回答可

○ 東京のオフィスニーズ調査によれば、オフィスを新規に賃借する予定のある企業が、オフィスに求め

るニーズとしては、設備グレードの高いビル、耐震性の優れたビル等が挙げられている。

○ 民間事業者等へのヒアリングによれば、例えば、建物の耐震性及び制振・免震性能の強化、ＢＣＰの

観点から災害時にも建物の共用部・専有部への電力供給を72時間以上可能とする非常用発電設備

の設置、社内コミュニケーションの促進やスペースの効率化を実現する１フロア面積が大きなオフィス

等を備えたハイスペックビルへのニーズが高まっている。
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経済

研究・開発

文化・交流

居住

環境

交通・アクセス

総合

都市開発事業を通じた国際競争力強化に資する施設の整備

知的資本・イノ

ベーション

テクノロジーの

水準

ゲートウェイ機

能

交通・インフラ

健康・安全・治

安

持続可能性・自

然環境

人口構成・住み

やすさ

経済的影響力

ビジネスのしや

すさ

産業・生活のコ

スト

総合

1位 5位 10位 15位 20位 25位

Pricewaterhouse Coopers
世界の都市力比較2014

森記念財団
世界の都市総合力ランキング2014

1位 5位 10位 15位 20位 25位 30位 35位

ロンドン ニューヨーク パリ

シンガポール 香港 東京

○研究・開発

川崎生命科学・環境研究センター
（LiSE）（神奈川県川崎市）

○文化・交流（MICE等）

グローバルゲートプロジェクト（愛
知県名古屋市）

○災害時のエネルギー・BCP対応

（仮称）新日比谷プロジェクト（東京
都千代田区）

○外国人の生活環境整備

東京スクエアガーデン（東京都
中央区）

耐震性に優れたエネルギーネットワークを
整備し、周辺地区を含めた災害時の業務継
続機能を向上。

都心部において、外国語対応医療施設
等の外国人の生活環境を整備する機能
を導入。

○ 我が国都市の国際競争力は、他都市との比較において、知的資本の集積や災害時の業務継続性、外国
人の居住性といった点でなお課題がある。

○ 民間事業者による都市開発事業を通じて、そのような課題への対応に資する施設が整備されている事例
がみられる。

我が国都市の国際競争力 国際競争力強化に資する施設の整備事例

13位 4位

我が国の都市が抱える課題への対応に資する施設
が民間都市開発事業により整備された事例

技術の成熟度

ライフサイエンス・環境分野の国際競争拠
点の中核となる高度な研究開発施設を整
備。

カンファレンス機能や質の高いホテル、
商業施設を備えた国際歓迎・交流拠点を
整備。

（出典）Pricewaterhouse Coopers「Cities of Opportunity6」、森記念財団「世界の都市総合力ランキング2014」

23



○MICE施設 ○BCP対応施設（エネルギー供給施設）

・12の都市再生緊急整備地域において、緊急かつ重点的な市街地の整備の
推進に必要な事項として、「自立・分散型エネルギー供給拠点の整備」が掲
げられている。

シンガ
ポールEXPO

○研究・開発施設

・海外企業の研究・開発機能について、アジア・オセアニア地域を統括する拠
点の設置は、国・地域別では中国が圧倒的に多く、シンガポールも日本に
迫る数となっている。

国際競争力強化に資する各施設の状況

・現状において、国際競争力強化に資すると考えられる各施設（MICE施設、BCP対応施設、外国語対応施設、研究・開発施設
等）の整備は十分な水準にはない。

○外国語対応施設

外国語対応医療施設
• 受付、診察、検査、医薬品の処方、

会計まで一連の医療サービスを外
国語で提供することができる医療
施設

外国語対応教育施設
• 主に高度外国人材等の子女を対象

に、英語等の外国語により授業が
行われるインターナショナルスクー
ル等

都市名 認定校数

香港 ４６

シンガポール ２７

上海 ２５

ムンバイ ２４

北京 １１

バンコク ８

東京 ８

クアラルンプール ４

台北 ２

都市名 認証病院数

シンガポール １４

バンコク １３

ソウル ７

台北 ５

クアラルンプール ４

北京 ３

ムンバイ ３

上海 ２

東京 ２

アジア主要都市のJCI（国際病院評価機構）
認証病院数

アジア主要都市の国際バカロレア
認定校数

札幌市

東京都（7地区）

名古屋市

京都市

大阪市（2地区）

BCP対応施設（エネルギー供給施設） ※BCP・・・事業継続計画
耐震性に優れた熱・電力供給によるエネルギーネットワークを形成し、周辺地
区を含めた災害時の業務継続機能を確保するエネルギー供給施設

地域整備方針において「自立・分散型エネルギー供給拠点
の整備」が明記されている都市再生緊急整備地域

・アジア太平洋地域5カ国の国際会議総開催件
数に占める日本のシェアは、1991年の51%か
ら2013年は25%まで低下。

・一方、日本の主要なMICE施設の稼働率は海
外の施設と比較して高い水準にあり、適切な運
営が可能とされる60%を上回っている。

・イベント・展示会場の規模について、日本最大
面積の東京ビッグサイトで世界ランキング71位
（屋内展示可能面積が5万㎡以上の展示会場
128会場中の順位）。
出所）日本展示会協会資料

日本の外資系企業の海外親会社がアジア・オセアニア地域を統括している研究・開発拠点の数

出
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MICE施設
国際機関・団体、学会等が行う国際会議、企業等の
会議、展示会・見本市といった、多くの集客交流が見
込まれるビジネスイベントなどを実施する施設

出所）経済産業省 平成24年度外資系企業動向調査

自立・分散型エネルギー供給施設の
イメージ

電気・熱のネットワーク

・国内及び海外のＭＩＣＥ施設稼働率
(平成22年～平成23年)

施設名 都市 稼働率

マリンメッセ福岡 福岡 82%

COEX ソウル 75%

パシフィコ横浜 横浜 61%

東京ビッグサイト 東京 60%

KINTEX ソウル 58%

BEXCO 釜山 55%

上海新国際博覧中心 上海 50%

シンセン会展中心 シンセン 45%

シンガポールEXPO シンガポール 45%

新中国国際展覧中心 北京 28%
出所）経済産業省「平成23年 展示会事業

の国際化・活性化を推進するための
調査事業報告書」及び各事業者の
公表資料等
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大阪・名古屋・福岡の状況

（出典） ①②④⑤⑥⑪ ： 森記念財団「Global Power City Index 2014」 等
③ ： ２０１０年国勢調査、⑦・⑧ ： 財務省「貿易調査」（２０１３年積卸港別貿易額）、⑨：ＪＮＴＯ「国際会議統計」（２０１３年）
⑩ ： 総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数」 （２０１４年１月１日現在）

※ 特記が無いものについては、「大阪」は大阪市、「名古屋」は名古屋市、「福岡」は福岡市、「東京」は東京２３区を表す。

①
上位
３００

大企業
（社）

②
上位
２００
大学
（校）

③
外国人
居住者

（人）

④
留学生

（人）

⑤
国際線
直行便

就航都市
（都市）

⑥
国際線
旅客

（万人／年）

⑦
空港別

輸出入総額
（億円／年）

⑧
港湾別

輸出入総額
（億円／年）

⑨
国際会議
開催数
（件／年）

⑩
人口

（万人）

【 】は東京
を100とし
た指数

⑪
ＧRP

（億米ドル）

【 】は東京を
100とした指

数

大阪 4 2 96,675 6,979
44

（関空）
1,125
（関空）

84,425
（関空）

170,794
（大阪、神戸）

172
267

【29.6】
2,110
【21.9】

名古屋 0 0 52,485 3,518
26

（中部）
447

（中部）
12,286
（中部）

218,751
（名古屋、三河、

四日市）
143

225
【25.0】

1,502
【15.6】

福岡 0 0 17,325 6,571
17

（福岡）
304

（福岡）
7,626
（福岡）

39,366
（博多、門司）

253
147

【16.4】
849

【8.8】

（参考）

東京
29 2 267,229 31,038

85
（成田）

3,754
（成田）

223,489
（成田）

304,437
（東京、横浜、

川崎）
531

902
【100】

9,646
【100】

○ 東京を除く３都市では、大阪が港湾別輸出入総額及び国際会議開催数を除く指標につい
て最も存在感を発揮している。

○ 世界上位３００企業数では東京に水をあけられているが、国際線直行便就航都市数では
大阪が、港湾別輸出入総額では名古屋が、国際会議開催数では福岡が一定の存在感
を発揮している。
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30,000

35,000
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45,000

50,000

55,000

60,000

65,000

H7 H12 H17 H22
20～30万人（実数平均） 30～50万人（実数平均） 50万人～（実数平均）

20～30万人（高齢化率平均） 30～50万人（高齢化率平均） 50万人～（高齢化率平均）

人口(人) 人口に占める高齢者(65歳以上)の割合

地方都市中心部の現状

① 中心部の人口の推移 (都市人口規模別) ②中心部の事業所数の推移 (都市人口規模別)

三大都市圏（東京、埼玉、千葉、神奈川、愛知、京都、大阪、兵庫、奈良の各都府県）以外の地域における、人口20万人以上の各都市（政令市を除く。計47都市 ）について、資料①～③市役所を中心とした３㎞四方のメッシュを対象として、資料④ＤＩＤ区域（人口密
度4000人／km2等の人口集中地区）を対象として各統計データを集計。 各資料の出典は次のとおり。資料①②総務省・国勢調査、資料③経済産業省・商業統計及び経済センサス活動調査（平成24年度）、資料④国土交通省・都市公園データベース

地方都市中心部においては、人口は回復しない中、高齢化率が増加し、事業所数及び販売額は減少の一途であ
る。公園・緑地面積はゆるやかに増加。

④中心部の公園面積の推移 (都市人口規模別)

中心部の事業所数は減少の一途。中心部の人口は回復しない中、高齢化率が増加。

DID区域内の公園・緑地面積はゆるやかに増加。

③中心部の販売額の推移(都市人口規模別)

公園面積(ha)
中心部の販売額は減少の一途。
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民間都市再生事業による都市機能の高度化及び都市の居住環境の向上の事例
【都市再生緊急整備地域】

都市再生緊急整備地域においては、民間都市再生事業を通じて、諸機能をレベルアップし、都市の環境全般
の向上等が図られている。

業務機能

居住機能

宿泊機能

医療機能

公共施設の整備

ラゾーナ川崎東芝ビル (2013年4月竣工)

地方中枢都市等においても、耐震性や環境性に優れたハイスペックなオ
フィスを整備。

【例】あべのハルカスでは、約4万㎡のオフィスと併せて、沿線の４大学の
サテライトが集結し、地域・大学・企業の交流拠点を形成。

ラゾーナ川崎では工場跡地の特性を活かし、低層ながら
基準階面積約2,000坪の広さを持つ省エネオフィスを整備。

高松丸亀町商店街Ａ街区(2011年3月全体竣工）
（丸亀町壱番街）

商業等の必要な都市機能と併せて居住環
境の整備を図り、にぎわいの創出と定住人
口の増加を促進。

【例】高松丸亀町商店街では、事業全体で89戸
を整備し、地域内の生産年齢人口の増加に
寄与。

ビジネスや観光等のニーズに対応し
た、多彩なサービスを提供する高品質
な都市型ホテルを整備。

【例】あべのハルカスでは、高層階に大阪
マリオット都ホテルが開業。

大阪マリオット都ホテルＨＰ掲載イメージ
(あべのハルカス内)

あべのハルカス(2014年3月竣工)と
テナントとして入居した大学のフロア

商業機能
地域の核となる駅前等において、人・文化・情報の交流拠点として、地域
の特色を活かした商業施設を整備。

イオンモール岡山内ハレマチ特区365
（2014年12月開業）

高齢者・子育て世代等が安心して住める
よう、医療施設を整備。

【例】高松丸亀町商店街では、検診や人間
ドックにも対応可能な、多診療科目の
クリニックを整備。

美術館通り北診療所
（高松丸亀町商店街 参番館内）

建築物や敷地の整備と一体で
公共施設を整備し、都市機能の
高度化や居住環境の向上に寄与。

【例】なんばパークスでは、屋上公園を
はじめ多くのオープンスペースを
整備。
ミント神戸では、バスターミナルや
歩行者デッキを整備し、三宮駅
前の交通結節点機能を強化。

なんばパークス屋上公園
（2007年3月全体竣工）

【例】イオンモール岡山では、デニム・帆布といった地元ブランド店が並び、作り手
と来街者の交流拠点を形成。高松丸亀町商店街ではアーケード街に整備
された広場が、イベント開催などにぎわいの拠点を形成。

高松丸亀町商店街（Ａ街区）に整備された広場スペース
(2011年3月全体竣工)

ミント神戸バスターミナルと
歩行者デッキ（2006年11月竣工）
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都市の防災機能の確保の必要性 ～首都直下地震・南海トラフ地震の被害想定と過去の震災被害～

※出典：「首都直下地震の被害想定と対策について（中央防災会議首都直下地震対策検討WG）」（平成25年12月19日）, 「南海トラフ巨大地震の被害想定について（第一次報告）（中央防災
会議南海トラフ巨大地震対策検討WG）」（平成24年8月29日）において想定する被害が最大となるケース

関東大震災（1923年）
・死者：約14万人（火災が9割）
・全半壊：約25万戸
・焼失市街地：約3,500ha(約44％)

阪神・淡路大震災（1995年） 東日本大震災（2011年）
・死者：約6,400人（倒壊8割）
・全半壊：約21万戸
・焼失市街地：約7,500戸
・建物倒壊による道路閉塞

・死者：約1.9万人（津波9割）
・全半壊：約40万戸
・帰宅困難者：約515万人（首都圏）
・広範囲で液状化・滑動崩落被害

首都直下地震（被害想定（※）） 南海トラフ地震（被害想定（※））

・死者 ：最大約2.3万人（火災7割、倒壊3割）
・要救助者 ：最大約7.2万人（揺れによる建物被害）
・全壊・焼失：最大約61万棟

（火災7割、揺れ3割）
・帰宅困難者：最大約800万人
・避難者 ：最大約720万人

（発災2週間後、うち避難所4割）
・被害額 ：約96兆円

・死者 ：最大約32.3万人（津波7割、倒壊3割）
・要救助者 ：最大約34万人（揺れ9割、津波1割）
・全壊・焼失：最大約239万棟

（揺れ6割、火災3割、津波6％他）
・帰宅困難者：最大約380万人（京阪神7割、中京3割）
・避難者 ：最大約950万人

（発災1週間後、うち避難所5割）
・被害額 ：約220兆円

被災後の様子（東京都京橋） 被災後の様子（神戸市） 被災後の様子（気仙沼市）

○ 首都直下地震等の発生が想定される中、東日本大震災の教訓を踏まえ、大規模地震発生時に都市の滞
在者等の安全を確保するため、耐震性等に優れた都市開発事業を推進するとともに、退避経路、退避施
設、備蓄倉庫等を確保する必要がある。

○ 外資系企業への調査によれば、アジアの他国と比較した際に、「地震・災害」が日本の生活環境の大きな
「弱み」の一つとしてあげられている。※出典：「欧米アジアの外国企業の対日投資関心度調査報告書」（平成25年度経済産業省調査）を基に国土交通省都市局作成。
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

４．論点 都心部等において、開発等を契機として緑や地下
通路が形成されるが、良好な都市環境、利便性の
高い交通結節機能等を確保するために必要なネッ
トワークを、公民が連携してどのように形成すべき
か。

個々の民間開発も合わさって、公共的空間の量的な拡充は進んできている
が、緑や地下通路等、ネットワークとして見た場合には、基本的な計画が策
定されていない、又は不十分な場合も多く、不連続性などの機能的な課題も
多い。
このため、必要な基礎的情報やモニタリング手法の共有等により、エリアご
との計画の策定を進め、計画に沿った的確な整備がなされるよう誘導してい
くべきではないか。
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都心部での開発等に伴う緑とオープンスペースの創出

○ 都心部では、開発等に伴う民有地の緑地の整備により、生物多様性の確保に資する緑やにぎわいの拠点となる
オープンスペースの創出に向けた取組みが進められている。

○ 個々の敷地内での取組にとどまらず、広域性や連続性を意識した取組が展開されつつある。

【事例①】 アークヒルズ 仙石山森タワー
（東京都港区、森ビル株式会社）

・「コゲラがすむ森づくり」をコンセプトに、群集の成立条件や
建物の配置に配慮したモザイク状の緑地を整備。

・コゲラ等の移動経路や空間を確保できるよう、
皇居とつながるコリドーの起点としての位置づけ。

仙石山森タワーにおける緑の配置 仙石山森タワー周辺の緑のネットワーク

仙石山森タワー

皇居方面

虎ノ門ヒルズ

アークヒルズ

【事例②】 東京ミッドタウン・港区立檜町公園
（東京都港区、三井不動産株式会社）

・地区計画を適用し、民間が設置するオープンスペース
と区立公園が連続し、一体的に活用できる約４ｈａの
オープンスペースを整備。

・都市公園の再整備、日常的な維持管理を協定により
民間事業者側が実施。

区立公園部分

民間事業者敷地内の
オープンスペース

開発提供公園部分

東京ミッドタウン
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都心部の低未利用地を活用した緑のネットワークの形成

【事例】 ハイライン（米国 ニューヨーク市）

・鉄道廃線跡地を活用して公園として再整備することで、都心部での
緑のネットワークを形成。

・ハイライン整備に合わせ、周辺の容積率を緩和したことで、不動産
投資が活性化。

・ハイライン整備の事業費の一部は、容積率緩和に関する規定に
基づき、不動産事業者から調達。

○ 都心部でのインフラの再編により発生した大規模な跡地等を、緑地やオープンスペースとして再整備
することで、地域の活性化や居住環境の向上が図られる取組が展開されている。

ハイライン位置図
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都心部での緑のネットワークの形成のための官民連携の必要性

○ 都心部における緑やオープンスペースのネットワークの形成を促進するためには、開発等により緑や
オープンスペースを創出する民間事業者と、地方公共団体よるネットワーク形成に関する計画との整合
を図っていくことが重要。

● 民間開発事業による緑やオープンスペースの創出と、地方公共団体が策定する緑の基本計画との整合を図って
いくことが重要。

● 自然環境に関する基礎情報やモニタリング手法について、官民・民民間で共有化・統一化を図っていくことが重
要。

○東京都港区における水と緑の配置方針
（「港区緑と水の総合計画」）

○仙石山森タワー周辺の緑のネットワーク
（森ビル株式会社）

仙石山森タワー

皇居方面

虎ノ門ヒルズ

アークヒルズ
仙石山森タワー周辺

民間事業における緑の
ネットワーク形成の取組
が、緑の基本計画へ反
映されていない。
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地下通路ネットワークの形成

○大都市の中心部では都市開発が持続的に進んでおり、都市開発を契機に地下
空間を改善することが有効。

○既設地下空間の改善とともに民地内空間も一体として活用する事で、より魅力
ある空間として再生。

○一方で、ネットワークとしては、連続性が保たれないなどの課題も起こりうる。
○例えば地下空間のマスタープラン等を共有することにより、ネットワークと
して整合のとれた整備が行われることが必要。

【大手町タワー整備による通路空間の改善】 【大丸有地区の地下空間マスタープラン】

出典：大手町・丸の内・有楽町地区まちづくりガイドライン2012

旧地下通路写真 狭くバリアフリー未対応の階段

整備後の地下通路

地下通路よりプラザ越しに大手町の森を望む
写真提供：東京建物

33



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

５．論点 施設の効果的な管理運営に向けて、

どのようなマネジメント手法が有効か。

民間都市再生事業等による公共施設等の整備に加え、整備後に施設の
効果的な管理運営が行われることが担保されれば、より高い公益性があると
言えるのではないか。（別途、社会資本整備審議会都市計画・歴史的風土
分科会都市計画部会新たな時代の都市マネジメント小委員会において検討
中）
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都心部におけるエリアマネジメントの取組

２．組織

（出典）国土交通省によるヒアリング、各種資料およびHPなどをもとに作成

既成市街地の中でエリアを定めて目指すべき包括的なビジョン
が共有され、エリア価値向上を目指した一体的な計画とソフト事
業を展開し、持続可能な管理運営を実施。

企業、団体及び行政等との連携を図り、都市空間の適
切かつ効率的な開発、利活用等により、地区の付加価
値を高め、都心としての持続的な発展に寄与すること
（大丸有協議会）

（一社）大丸有地区まちづくり協議会 など6団体
※大丸有協議会は、平成25年9月に都市再生推進法人

に指定。

３ ．主な取組 • 広告事業 公共空間を活用した広告事業

• 防災
■都市再生安全確保計画の策定に主体的に参加。

■地域防災組織「東京駅周辺防災隣組」による帰宅困難

者避難訓練に参加。

• その他 駐車場附置義務の地域ルール運用に

よる収益

１．事業方針

○ 民間主体による、まちのにぎわいの創出・防災性の向上等を図るエリアマネジメント活動
が、一部地域において先進的に実施されている。

大丸有地区の事例

国際法曹協会(IBA)年次総会2014 ＠東京

■期間 2014年10月18日～10月24日
■会場 東京国際フォーラム、東京會舘、八芳園等
■参加 約150ヶ国、約6,000人

■大丸有地区の取組
1) 地元まちづくり団体の大丸有協議会等は、期間中、地区内道路（丸の内仲通り）の車道を通

行止めにし、飲食路面店が屋外にテラス席を拡大したオープンカフェを展開。
2) 期間中の夕刻からは野外テラス席の一部をパーティ空間として、音楽演奏等を実施し、地区

内の賑わいを創出。
3) 東京国際フォーラムやオフィシャルホテル内で地区内の店舗等を紹介するマップを配布。

（一社）グランフロントＴＭＯの事例

新規大規模開発を契機として、一体的な計画と公共空間やセミ
パブリック空間における収益事業等を通じた継続的な価値向上
とブランド構築を目的に設立。

グランフロント大阪の価値最大化の実現とまちブランド
の構築によって、グランフロント大阪を含む梅田地区全
体を活性化し、大阪・関西、日本全体の成長戦略を牽
引する ※ 平成24年5月23日設立

１．事業方針

一般社団法人 （資本金 10,000千円）
※平成26年7月に都市再生推進法人に指定。

２．組織形態

３ ．主な取組 • 飲食事業 歩道におけるオープンカフェ

• 広告事業 公共空間等を活用した広告事業

• 地域交通事業

エリア巡回バス及びレンタサイクルの運営

オープンカフェ（公共空間の活用）

広告（公共空間の活用）

TMOが運営するエリア巡回バスとレンタサイクル

帰宅困難者避難訓練
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歴史・文化を活かしたにぎわい創出の取組

○都市再生緊急整備地域内における民間都市開発事業の中には、歴史的な建築物の再現を取り入れる等の工
夫が見られる。

○また、民間都市開発事業と一体で整備された公共施設が 「にぎわい創出の場」としての役割を担い、民間主体
による文化・情報発信の取組が進められている。

【事例①】歴史的建築物の復元
丸の内パークビルディング （平成21年4月竣工）

・ 明治時代に建てられた西洋式事務所建築を復元し、美術館として
使用。

・ また、建築当時（1894年）、銀行営業室として使用されていた
二層吹き抜けの内装を再現し、カフェとして営業。

・ 多様な植栽や噴水等を一体で整備、「一号館広場」として提供。

認定民間都市再生事業

「一号館広場」 三菱一号館美術館内のカフェ

【事例②】歴史的背景や特徴を再現した開発
ＣＯＲＥＤO室町１・２・３等（平成26年10月全体竣工） 認定民間都市再生事業

・事業区域内で1000年以上の歴史を持つ福徳神社を再建。
地上部分は既存の本殿を踏襲したデザインとしつつ、地下部分は
帰宅困難者用備蓄倉庫（約360㎡)、駐輪場等（約100台）を整備。
さらに神社と一体となった広場空間を整備予定。

・神社への参道部分（仲通り）は石畳を敷き詰め、江戸情緒を再現。
福徳神社 仲通り

【事例③】イベントスペースの活用によるにぎわい創出
六本木ヒルズ （平成15年4月竣工）

・地域の文化的なイメージ向上を目指し、六本木ヒルズを含めた地域
全体で大がかりなイベントを実施。
（六本木アートナイト､鑑賞者数は毎年延べ50万人以上。）
・六本木ヒルズ内に限っても、屋外イベントスペースを活用したイベント
等を各種実施。（例：2014年ハロウィンイベント参加者は4000人以上）

六本木
アートナイト

六本木ヒルズハロウィン2014 36
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６．基本的な論点
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○ 成長戦略の一環として都市の国際競争力の強化を図る観点
から今後の大都市戦略はいかにあるべきか。

・ 地方創生を目指す中で、大都市の国家戦略上の役割をどの
ように整理すべきか。

・ 我が国大都市の強み、弱みは何か。国際競争力強化の観点
から都心部等に必要な機能にはどのようなものがあるのか。

・ 都心部等において、開発等を契機として緑や地下通路が
形成されるが、良好な都市環境、利便性の高い交通結節機
能等を確保するために必要なネットワークを、公民が連携して
どのように形成すべきか。

・ 施設の効果的な管理運営に向けて、どのようなマネジメント
手法が有効か。

基本的な論点

都市の国際競争力・都市再生
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都市再生に貢献し土地の高度利用を図るため、都市再生緊急整備地域内において、

既存の用途地域等に基づく規制にとらわれず自由度の高い計画を定めることにより、

容積率制限の緩和等を行う。 （７１地区、１５２ha （平成26年12月末現在））

１．対象

都市再生緊急整備地域内で、都市の再生に貢献し、土地の合理的

かつ健全な高度利用を図る必要がある区域

２．決定方法

都道府県及び政令指定都市が都市計画の手続を経て決定

（提案制度により都市開発事業者による提案が可能）

３．計画事項

以下の事項を従前の用途地域等に基づく規制にとらわれずに定める

ことができる。

○誘導すべき用途（用途規制の特例が必要な場合のみ）

○容積率の最高限度（４００％以上）及び最低限度

○建ぺい率の最高限度 ○建築面積の最低限度

○高さの最高限度 ○壁面の位置の制限

これにより、用途地域等における以下の規制を適用除外。

・用途地域及び特別用途地区による用途制限

・用途地域による容積率制限 ・斜線制限

・高度地区による高さ制限 ・日影規制

日本橋二丁目地区（東京都中央区）
区域面積：約４.8ha

用途地域：商業地域

容 積 率 ：800%、700％ → 1990％ 等

◇ 事例

◇制度概要

都市再生特別地区
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認定民間都市再生事業計画74計画の民間投資約３兆円 → 経済波及効果約８兆円

税制支援の概要 （適用期限：平成２９年３月３１日）

COREDO(コレド)室町２・３
（平成２６年２月竣工）

○ 都市再生緊急整備地域及び特定都市再生緊急整備地域において、国土交通大臣の認定
を受けた大規模 で優良な民間都市再生事業に対して、税制支援を行う。

高松丸亀町商店街A街区等

、

都市再生の効果

（平成２３年３月竣工）

《例》 高松丸亀町商店街
商業機能や居住環境の再生等により、空き店舗を減少。都心居住の増加等の効果。
（空き店舗率18.2%(平成17年) → 3.9%(平成24年) ）

《例》 ＣＯＲＥＤＯ室町２・３
11階分約2万㎡のオフィスを供給。オフィス従業者数約2千人の増加を見込む。
英語対応のコンシェルジュを配置した賃貸住宅約50戸を高層階に整備。 22,000人/日の来街者数を予想。

所得税・法人税
登録免許税
不動産取得税

固定資産税・
都市計画税

特定都市再生緊急整備地域

都市再生緊急整備地域

所得税・法人税
登録免許税
不動産取得税

固定資産税・
都市計画税

５年間 ５割増償却
建物の保存登記について本則０．４％を０．２％に引き下げ
課税標準から都道府県の条例で定める割合を控除
（参酌基準を１／２とし、２／５以上３／５以下の範囲内)

５年間 課税標準から市町村の条例で定める割合を控除
（参酌基準を１／２とし、２／５以上３／５以下の範囲内）

５年間 ３割増償却
建物の保存登記について本則０．４％を０．３５％に引き下げ
課税標準から都道府県の条例で定める割合を控除
（参酌基準を１／５とし、１／１０以上３／１０以下の範囲内)

５年間 課税標準から市町村の条例で定める割合を控除
（参酌基準を２／５とし、３／10以上１／２以下の範囲内）

※
※事業区域面積 原則１ha以上
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金融支援（メザニン支援）の概要

メザニン支援業務（平成２３年度創設） 支援実績２５８億円（平成２７年２月２８日現在）

○ 都市再生緊急整備地域及び特定都市再生緊急整備地域において、国土交通大臣の認定

を受けた大規模で優良な民間都市再生事業に対して、金融支援を行う。

民都機構

民間都市開発事業（大臣認定事業）

ミドルリスク/
ミドルリターン

ローリスク/
ローリターン

ハイリスク/
ハイリターン

借入れ等

土地
建物

融資

出資

支援対象

貸付け等

政府保証
メザニン支援業務

国

民間金融機関

虎ノ門ヒルズ 赤坂一丁目地区
第一種市街地再開発事業（平成２６年５月竣工）

（平成２９年３月竣工予定）支援額：１００億円

支援額：１５８億円
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成長著しい中国、シンガポール等に比べ、アジアでの経済社会における地位が急激に低下しつつある我が国の大都市にお
いて、公共公益施設の整備等により、交通利便性や業務機能の集積の程度が高く、経済活動が活発なビジネス拠点となる地
域を形成し、大都市の国際競争力の強化を図る。

公共公益施設の整備等により大都市の国際競争力の強化を図ることが特に有効な地域（都市再生特別措置法に基づく特
定都市再生緊急整備地域に指定される地域）において、地域の拠点や基盤となる都市拠点インフラの整備を重点的かつ集
中的に支援。

～特定都市再生緊急整備地域（平成24年1月指定）～
・札幌都心地域 ・東京都心・臨海地域 ・新宿駅周辺地域 ・渋谷駅周辺地域
・品川駅・田町駅周辺地域 ・横浜都心・臨海地域 ・川崎殿町・大師河原地域 ・名古屋駅周辺・伏見・栄地域
・大阪駅周辺・中之島・御堂筋周辺地域 ・大阪コスモスクエア駅周辺地域 ・福岡都心地域

■補助対象事業
都市の国際競争力強化につながる都市開発事業に関連して必要となる

以下の公共公益施設の整備等の事業
・道路 ※高規格幹線道路、地域高規格道路、一般国道を除く

・鉄道施設
・バスターミナル
・鉄道駅周辺施設
・市街地再開発事業
・土地区画整理事業

■補助対象事業者
地方公共団体、都市再生機構、法律に基づく協議会（間接補助も可）

■補助率
１／２ または １／３

完成イメージ

東京都 渋谷駅周辺地域

目 的

概 要

補助対象等

国際競争拠点都市整備事業（公共公益施設整備型）①

※現時点での概略のイメージであり、今後、設計内容を詳細に検討していきます。
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国際競争拠点都市整備事業（公共公益施設整備型）②

■国際的なビジネス・生活拠点における交通インフラの整備

＜虎ノ門交通結節拠点のイメージ＞

東京発グローバル・イノベーション特区【国家戦略特区 東京都提案書】より（新駅） （自由通路）

○国際競争力向上の拠点となる都市開発の推進には、交通の利便性向上が必要不可欠。
○このため、都市再生機構を活用し、都市開発と一体となった新駅等の交通インフラ整備に対し、
国が国際競争拠点都市整備事業として支援することにより、国際競争力の向上を強力に推進。
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国際的ビジネス環境等改善・シティセールス支援事業

※特定都市再生緊急整備地域：都市再生特別措置法に基づき、都市再生緊急整備地域のうち、都市の国際競争力の強化を図る上で特に有効な地域として指定された地域
（平成２４年１月時点で１１地域）。

○外国企業及び高度外国人材を呼び込むことにより我が国の大都市の国際競争力の強化を図るため、

特定都市再生緊急整備地域において、官民により構成された都市再生緊急整備協議会が行う外国企業
等を呼び込むための戦略検討、地域の外国語情報の発信やWi-Fi環境の充実等の国際的ビジネス環境
等改善に資する取組及びシティセールスに係る取組に対して、総合的に支援を行う。【平成２６年度創設】

平成27年度予算案：国費3.0億円（前年度比1.0）
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都市安全確保促進事業（エリア防災促進事業）

※平成２７年度に下線部分の制度拡充を実施。計
画
作
成
及
び
計
画
に
基
づ
く
ソ
フ
ト
・
ハ
ー
ド
両
面
の
取
組
に
対
し
て
国
が
支
援

○東日本大震災において首都圏で約５１５万人におよぶ帰宅困難者が発生し大きな混乱が生じたこと等を踏まえ、都市機能が集積した地域における
大規模な震災の発生が社会経済に与える影響に鑑み、都市再生緊急整備地域内及び主要駅周辺の滞在者等の安全の確保と都市機能の継続を
図るため、官民連携による一体的・計画的なソフト・ハード両面の対策への支援を実施。 【平成２４年度創設】

※都市再生緊急整備地域：都市再生特別措置法に基づき、都市の再生の拠点として、都市開発事業等を通じて緊急かつ重点的に市街地の整備を推進すべき地域として
指定された地域（平成２５年７月時点で６２地域）。

※主要駅周辺：１日あたりの乗降客数が３０万人以上の駅周辺。

都市再生緊急整備地域内＋主要駅周辺

＜ハード対策＞

○備蓄倉庫､情報伝達施設、非常用発電設備の整備 等

○協議会開催

○計画作成

・専門家の派遣

・勉強会、意識啓発活動

・官民・民民協定の締結に

係るコーディネート 等

・国､都道府県､市町村
・大規模ビル等所有者
・鉄道事業者 等

【構成員】

＜ソフト対策＞

○避難訓練、情報伝達ルール、備蓄ルールの確立 等

計画に基づく
ソフト・ハード両面の対策

補助率：１／２ 補助率：１／３

補助率：１／２

・補助対象地域のうち【特に緊急性が高い地域（１日あたりの乗降客数が３０万人以上の主要駅周辺の地域）】については、
計画に定量的な目標値及び目標期限を記載するものに限り、補助率を２／３に嵩上げ（平成３０年度末まで）等。

都市再生緊急整備協議会・帰宅困難者対策協議会

＜都市再生安全確保計画・エリア防災計画の作成＞

備蓄倉庫 非常用発電設備情報伝達施設

・退避経路、退避施設、備蓄倉庫等の整備及び管理
・災害時に実施する事務（退避誘導、情報収集・提供、
備蓄物資提供等）の内容

・平常時に実施する訓練の内容 等

8



都市再生安全確保計画・エリア防災計画策定状況

9

大阪駅周辺地域（平成25年4月19日）

京都駅周辺地域（平成25年12月19日）
名古屋駅周辺地域（平成26年2月13日）
川崎駅周辺地域（平成26年3月17日）
横浜都心・臨海地域（平成26年3月24日）
札幌駅都心地域（平成26年3月25日）
新宿駅周辺地域（平成26年3月27日）
大阪コスモスクエア駅周辺地域（平成26年8月6日）

東京都心・臨海地域（大丸有地区、浜松町地区）
渋谷駅周辺地域
辻堂駅周辺地域
本厚木駅周辺地域
大阪ビジネスパーク駅周辺・天満橋駅周辺地域
福岡都心地域

策定済

作成中

平成２７年１月時点（国土交通省都市局調べ）

立川駅周辺地域（平成25年8月6日）

北千住駅周辺地域（平成25年12月18日）
藤沢駅周辺地域（平成26年1月21日）
吉祥寺駅周辺地域（平成26年3月24日）

綾瀬駅周辺地域
池袋駅周辺地域
大井町駅周辺地域
中野駅周辺地域

策定済

作成中

＜都市再生安全確保計画＞ ＜エリア防災計画＞

※都市再生安全確保計画：都市再生特別措置法の都市再生緊急整備地域において、都市再生緊急整備協議会により作成される大規模な地震が発生した場合における滞在
者等の安全の確保を図るために必要な退避経路、退避施設、備蓄倉庫その他の施設の整備等に関する計画

※エリア防災計画： １日あたりの乗降客数が３０万人以上の主要駅周辺において、帰宅困難者対策協議会により作成される都市再生安全確保計画に準じた計画

都市再生安全確保計画制度（国土交通省ホームページ）

http://www.mlit.go.jp/toshi/toshi_machi_tk_000049.html

＜参考＞



東京と海外主要都市との街区規模の比較

①東京証券取引所周辺
（東京都中央区日本橋兜町周辺）

注：各地区の図の赤線で囲われたエリア内の数値

○東京証券取引所周辺と海外主要都市との街区の状況を比較すると、東京証券取引所周辺では街区の平均面積
は小さい。

○民間都市再生事業等を通じた大街区化 により、敷地の一体的利用と公共施設の再編を図り、都心部における

土地のポテンシャルを活かした土地の有効高度利用を実現。

※

※複数の街区に細分化された土地を集約・整形して、大型の街区を創出すること。

出典：国土交通省都市局作成

森ビル画像

大街区化前

森ビル画像

大街区化後

認定民間都市再生事業による大街区化の例
虎ノ門ヒルズ（平成26年5月竣工）
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○英語対応のコンシェルジュを配した賃貸住宅54戸を高層階に整備。(室町2)

○2棟合計で20階分、約29,000㎡のオフィスを供給。約3,000人規模の従業者数を見

込む。非常用発電や免震・制震構造等を採用した防災性の高いビルに、グローバ

ルに展開する研究開発型の製薬会社の本社機能等が移転・入居。

○日本橋エリアに無かったシネマコンプレックス(室町2）に加え、 2棟合計で68店､

約6,600㎡の飲食･物販等が出店｡

また、歴史的建造物、伝統ある老舗等に配慮した街区の整備等により、2棟合計で

一日あたり約42,000人/日の来街者数を予想。

○地下歩道部分に約3,000㎡の一時滞在施設、隣接する街区に約400㎡の防災備蓄

倉庫を整備。

民間都市再生事業の効果

○ 認定事業者名 ： 三井不動産㈱ 他計13の個人・法人
○ 事業区域 ： 東京都中央区
○ 施設規模 ： 地上17階・地下4階、地上22階・地下4階
○ 事業施行期間 ： 平成23年11月～平成26年10月
〇 複数地権者による共同建替えを複数街区で一体的に実施し、老朽建築
物の業務・商業機能の更新を実現。周辺の歴史的建築物との調和を図り、
敷地ごとの更新では実現できない統一感のある街並みづくりを実現。

民間都市再生事業の概要

○都市再生特別地区の適用

○税制支援
登録免許税の軽減、不動産取得税の軽減、固定資産税等の軽減

民間都市再生事業に対する支援措置

建築面積 延べ面積 敷地面積 容積率 建蔽率

約3,300㎡ 約62,000㎡ 約3,700㎡ 約1,300% 約89%

約1,700㎡ 約29,000㎡ 約1,900㎡ 約1,300% 約90%

所在地

民間都市再生事業の例
（日本橋室町東地区開発計画(第２期)

COREDO室町2 （室町古河三井ビルディング）

COREDO室町3 （室町ちばぎん三井ビルディング）

（大都市都心部：

都市の防災機能の確保）

(室町2)

(室町3)

ＣＯＲＥＤＯ室町3
（室町ちばぎん三井

ビルディング）

ＣＯＲＥＤＯ室町2
（室町古河三井

ビルディング）
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建築面積 延べ面積 敷地面積 容積率
建蔽
率

約9,400
㎡

約244,000
㎡

約17,000
㎡

1,150% 55%

○ 認定事業者名 ：森ビル株式会社
〇 事業区域 ：東京都港区
○ 施設規模 ：地下5階、地上52階
○ 事業施行期間 ：平成23年4月～平成26年5月
○ 約6,000㎡の広場を整備することを通じた広域的な緑・オープンスペースの創出に

より、緑と潤いのある都市空間を形成するとともに、災害時の防災拠点として機能

建物イメージ民間都市再生事業の概要

《都市の国際競争力強化の実現》
○30階分約3万坪のオフィスを供給。高い耐震性を確保したＳクラスビルを供給し、

オフィス従業者数約10,000人の増加を見込む。
○高層階に172戸の住居を整備し都心居住を推進。約400人の居住人口増加を

見込む。
○最高層階のハイグレードホテル（客室数164）、低層階の商業施設（約3,500㎡、

約25店舗）を整備。
○3つのホールを中心に構成したカンファレンスルーム（フロア面積約3,300㎡、

最大2000名収容）を整備。
○近傍の地価は昨年と比べ、約４％上昇（地価公示：調査基準日H26.1）

民間都市再生事業による効果

所在地

○ 金融支援
民都機構が公共施設等整備費についてメザニン部分を支援。
（貸付け100億円）

○ 税制支援
登録免許税の軽減、不動産取得税の軽減、固定資産税等の軽減

民間都市再生事業に対する支援措置

（保留床部分）

建物外観

民間都市再生事業の例「虎ノ門ヒルズ」（大都市都心部：都市の国際競争力の強化）
（環状第二号線新橋・虎ノ門地区第二種市街地再開発事業 Ⅲ街区建築物等整備事業）
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建築面積 延べ面積 敷地面積 容積率 建蔽率

約25,000㎡ 約48万㎡ 約34,000㎡ 約1,780%
約80%

等

○ 認定事業者名 ： 三菱地所㈱・NTT都市開発㈱ほか計７社
○ 事業区域 ： 大阪府大阪市北区
○ 施設規模 ： 地上38階（オフィス･商業棟）等
○ 事業施行期間 ： 平成22年3月～平成25年3月
○ 知的創造拠点（ナレッジキャピタル）を中心に、知識、文化、交流を創出する

質の高い都市機能の集積や、快適で活力とにぎわいにあふれ、美しく風格を
備えた都市の創出を図る。

○ 都市再生特別地区の適用
○ 金融支援（メザニン支援）

都市再生ファンド投資法人が、公共施設等整備費に
ついて、メザニン部分を支援。（社債取得３００億円）

※支援先：ナレッジキャピタル開発TMK
○ 税制支援

割増償却の適用、登録免許税の軽減、不動産取得税の軽減、
固定資産税等の軽減

民間都市再生事業に対する支援措置

所在地

民間都市再生事業の概要

○約15万㎡のオフィスを供給。
○2013年4月～2014年3月末の来街者数は延べ5300万人。

約44,000㎡・約260店舗の商業施設の初年度の売上高は436億円。
○会員制交流サロンはビジネス、研究開発等の分野を超えた交流スペースとして

機能。開業から1年で約1,900名の会員を集め、今般ラウンジスペースを増床。
開業から約10ヵ月の間に、約17か国、44の機関・団体が訪問し、多様な交流を創出。

○コンシェルジュサービス、ルームサービスの利用が可能な57室のサービス
レジデンスを整備。

○事業区域内の公示地価は8%上昇。
（開業前 平成25年1月）847万円/㎡ → (開業後 平成26年1月) 915万円/㎡

民間都市再生事業による効果

13

民間都市再生事業の例「グランフロント大阪」 （大都市都心部：
都市の国際競争力の強化）（大阪駅北地区先行開発区域 A地区・B地区開発事業）



○認定都市再生事業により、A街区では商業施設（約8,500㎡ ）、住宅（47戸）等、
B・C街区ではオフィス（約1,000㎡）、商業施設（約7,600㎡）、住宅（42戸）、診療所
等を整備。

○広場の活用を通じ、年間約200回のイベントが開催され、まちの賑わいを創出。
○診療所の整備による住民の生活利便性の向上。
○丸亀町の空き店舗の減少（空室率18.2%(平成17年)→3.9%(平成24年)）。

（高松市域全体の空室率：16.6%(平成24年)）

○上層部に住宅を整備することで、丸亀町の生産年齢人口が倍増。
（平成21年と平成25年を比較して約110人増加）

○他の街区(G街区)でも商業施設（約15,900㎡）、住宅（約100戸）、ホテル（約175
室）等を整備。

民間都市再生事業による効果

○ 認定事業者名 ： 高松丸亀街商店街振興組合 他計３者
○ 事業区域 ： 香川県高松市丸亀町
○ 施設規模 ： 地上10階（Ａ街区）等
○ 事業施行期間 ： 平成17年3月～平成23年3月
○ 商業機能、住居環境の再生と文化・交流施設の導入により、

賑わいと回遊性の創出、定住人口の増加を促し、地方都市
の中心市街地における活性化を図る。

民間都市再生事業の概要

○都市再生特別地区の適用
○金融支援（出資、社債取得）

都市再生ファンド投資法人による出資、社債の取得（出資2.5億円、社債取得6.5億円）
○税制支援

登録免許税の軽減、不動産取得税の軽減

民間都市再生事業に対する支援措置

建築面積 延べ面積 敷地面積 容積率 建蔽率

約7,400㎡ 約38,000㎡ 約8,600㎡
約510%

等
約90%

等

所在地

※建築面積等の値は複数の建築物の計。

民間都市再生事業の例「高松丸亀町商店街」(地方中枢都市：都市機能の高度化等)

A街区 Ｂ街区

Ｃ街区

（高松丸亀町商店街民間都市再生事業）

※支援先：高松丸亀町A街区コミュニティ投資(有)、高松丸亀町まちづくり(株)

建物外観
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うめきた２期区域 まちづくりの方針

15

○ 国家戦略特区や国際総合戦略特区などのイノベーション創出に向けた取組がなされる一方、世界の都市総合力ランキングにおいては、大阪市が
劣位にある指標として都心部の緑被状況があげられるなど、緑が少ないことが課題の一つ。

○ 世界の人々を引きつけ、新たな国際競争力を獲得するため、「みどり」と「イノベーション」の融合拠点として、２期区域のまちづくりを推進。

出典：第6回大阪駅周辺・中之島・御堂筋周辺地域都市再生緊急整備協議会会議・大阪駅周辺地域部会（H26.12.18）より国土交通省都市局作成
http://www.city.osaka.lg.jp/toshikeikaku/cmsfiles/contents/0000293/293192/2-1gaiyou.pdf



「名古屋周辺まちづくり構想」（Ｈ26．9.29 名古屋市策定）

出典：名古屋市資料より国土交通省都市局作成 16

○ 「世界に冠たるスーパーターミナル・ナゴヤ～国際レベルのターミナル駅を有する魅力と活力にあふれるまち～」を

目標とし、リニア開業 を見据えたまちづくりを実行していくため、「名古屋駅周辺まちづくり構想」を策定。

○ 今後、リニア駅周辺の整備等を推進するなど、構想の実現に向けた取組が進められる。

取組例 基本方針１：国際的・広域的な役割を担う圏域の拠点・顔を目指す

名古屋駅

リニア名古屋ターミナル駅
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外資系企業のアジア・オセアニア地域統括拠点数

※ 調査対象は、日本に進出しており、かつ、外国投資家が株式又は持分の３分の１超を所有している等の条件を満たす企業。
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外資系企業のアジア・オセアニア地域統括拠点数

（出典） 経済産業省「第４７回 外資系企業の動向（平成２５年外資系企業動向調査）」をもとに国土交通省都市局作成

○ 外資系企業の地域統括拠点数では、シンガポールや香港などのアジアの都市に後れをとっている。
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オリンピック等に向けた訪日外国人旅客数の目標、経済波及効果の試算等

○東京オリンピック・パラリンピックに向けて、訪日外国人旅行者数及び経済波及効果の増大が期待される。
○訪日外国人旅行者の東京における訪問率の高いスポットとして、六本木ヒルズ、池袋サンシャインシティ、東京ミッドタ

ウン等の民間都市開発事業が挙げられる。民間都市開発事業は、東京の魅力の一つである「過去と先端が共生する
街」や「心地よい安全な街」の形成に資するものである。

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の
経済波及効果の試算

「2020年に向けて、訪日外国人旅行者数2000万人を目指す」

注）2013年以前の値は確定値、2014年及び2015年1月の値は推計値、％は対前年（2014年）同月比

出典：日本政府観光局（ＪＮＴＯ）

出典：平成25年度都道府県等観光主管部長会議（平成26年2月19日開催）観光庁資料

訪日外国人旅行者の東京における訪問率ベスト３０

出典：森記念財団『東京のブランド力～世界が憧れる５つの魅力～』概要版（平成２４年７月）を基に国土交通省都市局作成
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